
                                                      資料３－１ 

 

○一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え方（案）に対する意見公募の結果について 

 

 意見 考え方 

１ ・該当箇所 
一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え方 
４．公募調達実施時（３）募集単位委関連する事項②最低容量について（資料Ｐ

９） 
 
・意見内容 
「最低要領を定めた場合には、電源Ⅰ、Ⅱの公募要領等において、最低容量の根

拠について十分な説明を行う」ことが望ましい対応との規程ですが、望ましいと

される根拠についての十分説明ができない場合は、一律「系統規模（最大電力）

の 0.1％相当」などに定める方が適切な方向かと考えます。 
 
・理由 
①一般送配電事業者 10 社の調整力募集要項案を確認すると、最低容量の 
根拠を示している事業者ではありません。事前であるため、コスト面での非効率

性や運用の効率性が示せない状況かと推察します。 
②その結果、各社最低容量（最低入札量／契約電力）は以下のとおりとなってい

ます。北海道電力Ⅰ万 Kw、東北電力 0.5 万 kW、東京電力 1.25 万 kW、中部電力

1 万 kW、北陸電力 0.5 万 kW、関西電力 1 万 kW、中国電力 0.5 万 kW、四国電力

0.5 万 kW、九州電力 1.5 万 kW、沖縄電力 1.45 万 kW 各社とも 0.5 万 kW?1.5kW の

最低容量については、コスト面だけではな

く、実運用が可能かという点も十分に考慮し

て定められる必要があります。この点は、各

供給区域の需要規模、需要変動、立地してい

る電源の規模、スペック等の様々な状況を踏

まえた、これまでの各事業者の運用実務に依

存する部分も大きく、系統規模に対する一律

の比率で定めることは適切ではないと考えら

れるため、最低容量の設定については、各一

般送配電事業者の任意とするとともに、設定

する場合には、各一般送配電事業者はその根

拠について十分に説明を行うものとしていま

す。 
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範囲となっています。 
③他方、各社の系統規模の違いを考慮すると、当該設定値が正しいものであるの

か疑念があります。各社最低容量を各社最大で除した値は以下の通りとなってい

ます。 
 北海道電力 0.2%、東北電力 0.04%、東京電力 0.03%、中部電力 0.04%、北陸電

力 0.1%、関西電力 0.04%、中国電力 0.05%、四国電力 0.1%、九州電力 0.1%、沖縄

電力 1.0%、この地は最低容量がいかに電力系統に対する貢献度というべきもの

で、各社意向により 30 倍の差異があります。 
 

２ ・意見内容 
各電力株式会社様におかれましても、電力・ガス取引監視等委員会 第 9 回 制

度設計専門会合にて電気事業連合会様が発表された資料中の電源 1-b の調達検討

をいただきたくお願い致します。ネガワットには発電と異なる特性があり、それ

らを考慮し、ネガワットを調達いただける場合の希望スペックイメージを下記し

ます。ご検討いただきたくお願い致します。 
 
緊急予備力入札: ネガワットが参加できるための要件サマリー（案） 

発動条件：システム条件に応じた明確な発動条件を設定する。典型的には運転 
予備力があるレベル以下になった時 

反応時間：事前通告時間は典型的には 1 時間から 4 時間の間 
持続時間 ：明確な持続時間を設定。最短 1 時間、最長 2 時間を提案する。 
リソースアベイラビリティ：ネガワットを効率的に参加させるために、下記を

提案する。またオンピーク１、オンピーク２でそれぞれ異なった容量をオファー

（スペックについて） 

調整力の要件については、供給区域の需要

変動や潮流の状況、立地している電源などに

よって異なり、一律に設定することは困難と

考えられます。こうしたことから、本報告書

においては、公募における調整力の要件の設

定については、各一般送配電事業者において

適切に設定した上で、参加機会の公平性、コ

ストの適切性、安定供給確保の観点から、十

分な説明を行うものとしています。 

なお、幅広い調整力の調達には、調整力の

要件をできるだけ工夫し、活用可能なものに

ついては積極的に採用することが重要である

ことから、発電事業者等が調整力の要件等に
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できるものとする。 
 
平日： 09：00-12：00（オンピーク１） 

13：00-19：00（オンピーク２） 
 
対価の支払            
基本料金は全ての対応可能な日時に応じて支払われる。 
従量料金は提供された全ての MWh に応じて支払われる。 

ディスパッチオーダー：リソースはコストの安いものから使用される。ネガワ

ットは、全ての発電リソースが発動された後に発動されることとなる。   
ネガワット提供要件：各リソースは最低でも約束した容量の 100％を提供する。

上限は設定されない。   
失敗時の取り扱い：ネガワット提供に失敗したリソースは提供した容量割合に

応じて、対価の減額がなされる（但し減額上限は報酬の 100％）   
ベースライン：High 4 of 5 profile baseline（当日調整あり） 
計器/遠隔測定：各参加需要家サイトでの 5 分毎のデータ読み込み。送配電会社

によるリアルタイムの遠隔測定は要求されない 
発動制限：システム条件に基づく明確な発動条件が設定されることを前提とし

て、60 時間の発動合計を提案する（但し、1 発動/日が上限、連続発動は 3 日が上

限）。 
 

契約期間/ノミネーション ：契約期間は年次とし、ノミネーションは毎週行うも

のとする。需要家の募集は 3 月末まで可能とする。 

ついての提案や意見の提出ができるよう、各

社において窓口を設けることが望ましいとし

ています。 

また、電力・ガス取引監視等委員会（以下

「監視等委員会」という。）及び資源エネルギ

ー庁は、一般送配電事業者の調整力の公募に

おいて、調整力の要件が適切に設定され、そ

の根拠について十分な説明がなされているか

を監視し、問題があれば必要な措置を講じて

まいります。 

 

（対価の支払いについて） 

従量料金については、指令に対して過少な

電力量（kWh）しか提供できない場合だけでな

く、過剰な電力量（kWh）を提供する場合も、

安定供給に悪影響を与えることが制度設計専

門会合でも指摘されており、提供された全て

の電力量（kWh）に対価が支払われることは適

切ではないと考えています。 

また、失敗時の取扱いに関して、電源Ⅰの

調達契約は、あらかじめ決められた容量を確

保することを約する契約であるため、失敗時

においても提供された容量に見合ってそのま
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ま対価が支払われることは必要調整力の安定

的な確保の観点から適切ではないと考えてい

ます。 

 

（契約期間） 

安定的な調整力の調達とコストの削減の観

点からは、長期契約と短期契約を組み合わせ

ることが望ましいものの、具体的な契約期間

については、調達する調整力の目的だけでな

く、事務的な対応の可否、電源等の状況等に

よって異なります。このため、具体的な契約

期間については、各一般送配電事業者が設定

するとともに、その根拠について十分な説明

を行うものとしています。 

 

 その他の御意見につきましては、今後の調

整力調達に係る制度設計の参考にさせていた

だきます。 
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３ ・該当箇所 
P2 脚注 1「電源等」を・・・発電設備だけでなく、ネガワットや電力貯蔵装置

を含めたものとして・・・ 
P5 3.基本的な考え方 1.全ての電源等にとって参加機会の公平性の確保 
 
・意見内容 
上記で参照した「ネガワットや電力貯蔵装置を含めた電源等にとっての参加機会

の公平性の確保」のための施策が、本案全体を通じて不充分と見受けられます。

結果として、本案は発電設備を持つ現存の発電事業者に有利な建付で、ネガワッ

トや電力貯蔵装置を持つ新規参入者は不利になるのではないかと危惧します。以

下に具体例を示します。 
・<電源区分の枠組み>電源 I 電源 II という大きな区分だけでは、火力発電ユニッ

トのような応答速度が遅い電源とネガワット・電力貯蔵装置のような応答速度が

速い電源等の特性を最大限に生かせるような設計となっておらず、後者の新規参

入が難しい。 
（参考事例：米国の送電期間 PJM では米国連邦政府の指令 FERC order 
755 http://www.ferc.gov/whats-new/comm-meet/2011/102011/E-28.pdf  (Final Rule の

p2-3 などに関連項目あり)に従い、周波数調整の応答速度により周波数サービス市

場を Reg-A と Reg-D に分け、高速応答の Reg-D に関しては高速応答に対する報酬

が支払われる建付になっている。英国 National Grid でも Enhanced Frequency 
Response という高速周波数応答サービスのみの調達を今年行った。

（http://www2.nationalgrid.com/Enhanced-Frequency-Response.aspx） 
・＜ネガワットや電力貯蔵装置を含めた電源等の特性考慮＞ネガワットや電力貯

調整力の要件については、供給区域の需要

変動や潮流の状況、立地している電源などに

よって異なり、一律に設定することは困難と

考えられます。こうしたことから、本報告書

においては、公募における調整力の要件の設

定については、各一般送配電事業者において

適切に設定した上で、参加機会の公平性、コ

ストの適切性、安定供給確保の観点から、十

分な説明を行うものとしています。 

なお、幅広い調整力の調達には、調整力の

要件をできるだけ工夫し、活用可能なものに

ついては積極的に採用することが重要である

ことから、発電事業者等が調整力の要件等に

ついての提案や意見の提出ができるよう、各

社において窓口を設けることが望ましいとし

ています。 

また、監視等委員会及び資源エネルギー庁

は、一般送配電事業者の調整力の公募におい

て、調整力の要件が適切に設定され、その根

拠について十分な説明がなされているかを監

視し、問題があれば必要な措置を講じてまい

ります。 

他方で、御意見を頂いた、周波数調整に貢

http://www.ferc.gov/whats-new/comm-meet/2011/102011/E-28.pdf
http://www2.nationalgrid.com/Enhanced-Frequency-Response.aspx
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蔵装置を含めた電源等に特有な特性が考慮されているようには見えない。例えば、

これらの電源等は需要側に設置されている場合があるが、本案中に需要側のリソ

ースに参加機会が与えられることが明示されていない。また、電力貯蔵装置は電

力量(kWh)を供給せず高速で充放電を繰り返し周波数調整サービスを提供できる

という特性があるため必ずしも kWh での費用精算が適切ではないと考えるが、

（５）費用精算に関する事項にはこのような特性が考慮されているようには見え

ない。上記米国 PJM の事例では周波数調整サービスを提供する電源等には MWh
ベースの費用精算を採用していない。 
 
ネガワットや電力貯蔵装置を含めた新規参入が現実的に可能となるような公募調

達の方針を再考して頂けることを希望します。 
 

また、本案に対する直接の意見ではありませんが、すでに各一般送配電事業者

から公表されている調整力募集要綱もネガワットや電力貯蔵装置を含めた新規参

入が可能なように設計されているとは見えず、本案の精神を充分に各社の要綱に

反映して頂けることを希望します。 
 

・理由（可能であれば、根拠となる出典等を添付又は併記して下さい。） 

根拠・出典は上記に含めました。 

 

献するものの正味の電力量（kWh）はゼロ又は

僅少となるような調整力の扱いは、今後の見

直しの中で、必要に応じて取り上げてまいり

ます。 



     

7 
 

４ ・該当箇所① 
調整力の要件について（7 ページ） 
 
・意見内容① 
電源等の参加機会の公平性、調整力コストの適正性の観点からは、公募対象の

電源の要件について、さらなる細分化を行い、多様な電源の有効活用を促すこと

が重要であり、その旨本報告書に明記して頂きたい。 
 例えば、オンライン設備の取り扱い、応答時間、待機時間などの要件を細分化

することで、応募可能な電源等の範囲が拡大し、競争によるコストダウンが実現

できるのではないか。 
 さらに、審議会等の議論において、その需要性が指摘されているネガワットに

ついても、応募可能な要件を設定するよう位置付けて頂きたい。 
 
 
・該当箇所② 
公募調達の実施に伴う情報の公表（22 ページ） 
 
・意見内容② 
 本報告書案に記載の通り、公募調達の落札結果や選定根拠の適正性について公

表することは大変需要であり、是非実施して頂きたい。さらに、公募結果につい

て、電源等の参加機会の公平性の確保、調整力コストの透明性・適正性の確保、

安定供給の観点に加え、多様な電源等による競争によりコストダウンが実現でき

たのか、レビューを実施し、その結果についても公表することを明記して頂きた

（意見内容①について） 

調整力の要件については、供給区域の需要

変動や潮流の状況、立地している電源などに

よって異なり、一律に設定することは困難と

考えられます。こうしたことから、本報告書

においては、公募における調整力の要件の設

定については、各一般送配電事業者において

適切に設定した上で、参加機会の公平性、コ

ストの適切性、安定供給確保の観点から、十

分な説明を行うものとしています。 

なお、幅広い調整力の調達には、調整力の

要件をできるだけ工夫し、活用可能なものに

ついては積極的に採用することが重要である

ことから、発電事業者等が調整力の要件等に

ついての提案や意見の提出ができるよう、各

社において窓口を設けることが望ましいとし

ています。 

また、監視等委員会及び資源エネルギー庁

は、一般送配電事業者の調整力の公募におい

て、調整力の要件が適切に設定され、その根

拠について十分な説明がなされているかを監

視し、問題があれば必要な措置を講じてまい

ります。 
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い。 
 さらに、レビューの結果、最終的にコストダウンにつながっていないのであれ

ば、公募要領を見直すなど、ＰＤＣＡを回すことも位置付けて頂きたい。 
 
 
・該当箇所③ 
調整力の要件等についての意見募集（23 ページ） 
 
・意見内容③ 
 本報告書案に記載の通り、広域機関及び各一般送配電事業者が広く事業者の意

見を募集する仕組みの構築については、是非実施して頂きたい。さらに、募集し

た意見をどのように公募要領の見直しに反映させたのかなど、意見募集の結果を

公表するよう明記して頂きたい。 

（意見内容②） 

多様な電源等の競争によるコストダウンを

実現することが本報告書の目的の一つであ

り、本報告書では、主として公募調達の手続

や契約条件の面から一定の考え方を示してい

ます。 

そのコストについては、競争市場の状況等

によっても大きく異なるものであり、本報告

書では、先述の考え方に加え、価格情報の公

表、電源等のスペックへの意見募集窓口の設

置といった競争の促進に加えて、旧一般電気

事業者による価格支配力に対する監視といっ

た、競争の阻害要因を除去する仕組みについ

ても記載をしています。 

さらに、本報告書については、適宜見直し

をしていくこととしており、今後も引き続き

調整力確保の実態を踏まえて、必要に応じて

検討をしていく方針です。 

 

（意見内容③） 

御意見については、報告書において以下の

ように反映させていただきました。 

Ｐ２４ 「・・・窓口をウェブサイト等に設
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置する とともに、意見募集の結果を公表する

ことが望ましいと考えられる。」 

 

５ ・該当箇所① 
P3.  4.公募調達実施時 （2）調整力の要件に関連する事項 ①調整力の要件（ス

ペック）について 
 
・意見内容① 
①調整力に求められる要件に関して、DR による調整力の参入を見据えた要件につ

いても考慮して、メニューの複数化を検討いただきたいと思います。具体的には、

DR による調整力の区分として（上げ・下げともに調整を要求するもの／下げ調整

のみ要求するもの）さらに、指令から調整開始までの時間が短い DR（10~30 分）、

長い DR（1~4 時間）等のメニューの設定をご検討頂きたいと思います。 
②DR による調整力調達を行う際は、これまでの実証事業等で各事業者が検証およ

び開発を行ってきた、事業者で共通的に OpenADR により実施するものとしてい

ただきたいと考えます。さらに、OpenADR の活用について仕様化およびガイドラ

インの作成、維持管理体制を構築し、制度整備によるデータ項目の明確化等の進

展に対応して仕様の維持管理が行えるような仕組みを整備していただきたいと考

（意見内容①） 

調整力の要件については、供給区域の需要

変動や潮流の状況、立地している電源などに

よって異なり、一律に設定することは困難と

考えられます。こうしたことから、本報告書

においては、公募における調整力の要件の設

定については、各一般送配電事業者において

適切に設定した上で、参加機会の公平性、コ

ストの適切性、安定供給確保の観点から、十

分な説明を行うものとしています。 

なお、幅広い調整力の調達には、調整力の

要件をできるだけ工夫し、活用可能なものに

ついては積極的に採用することが重要である

ことから、発電事業者等が調整力の要件等に

ついての提案や意見の提出ができるよう、各
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えます。 
③電源Ⅰについてはオンライン連携が求められていますが、一般送配電事業者と

公募（応札）事業者間の通信方式、セキュリティ要件については、過度に堅牢な

対策を施す要件に対して是正する仕組みを整備していただきたいと考えます。 
 
・理由① 
①平成 28 年度「バーチャルパワープラント構築実証事業」のうち「高度制御型デ

ィマンドリスポンス. 実証事業（B 事業）」におけるＤＲ実証においては、ＤＲ通

告からＤＲ発動までの時間に応じて、10 分前予告ＤＲ、1 時間前予告ＤＲ、4 時

間前予告ＤＲの 3 メニューが用意されています。 
 
・根拠① 
①バーチャルパワープラント構築事業費補助金公募要領（平成 28 年 5 月、一般財

団法人エネルギー総合エネルギー工学研究所）8 ページ ※1 要件に記載 
②平成 28 年度「バーチャルパワープラント構築実証事業」のうち「高度制御型デ

ィマンドリスポンス. 実証事業（B 事業）」におけるＤＲ実証においても、OpenADR
により実施されています。 
バーチャルパワープラント構築事業費補助金公募要領（平成 28 年 5 月、一般財団

法人エネルギー総合エネルギー工学研究所）7 ページ （B-1 事業 2（４））に記

載 
 
・該当箇所② 
P8.  4.公募調達実施時 （3）募集単位に関連する事項 ①募集単位について、

社において窓口を設けることが望ましいとし

ています。 

また、監視等委員会及び資源エネルギー庁

は、一般送配電事業者の調整力の公募におい

て、調整力の要件が適切に設定され、その根

拠について十分な説明がなされているかを監

視し、問題があれば必要な措置を講じてまい

ります。 

御意見を頂いた規格につきましては、リア

ルタイム市場の創設を見据えて進めて行く調

整力の標準化の検討において、参考とさせて

いただきます。 

 

（意見内容②・③） 

一般送配電事業者による実際の系統運用で

は、あまりに多数の設備に瞬時に指令を行う

ことは現実的ではない場合や、多数の設備に

通信設備等を設置することがコスト増となる

場合も想定されます。特に運用面では、供給

区域の需要規模、需要変動、立地している電

源の規模等の様々な状況を踏まえた、これま

での各一般送配電事業者の運用実務に依存す

る部分も大きいため、最低容量の設定につい
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②最低容量について 
 
・意見内容② 
最低容量を設定する場合においてその根拠について十分な説明を求めることに加

え、DR による調整力の参入を見据えた要項を想定した場合、小容量の取引を公募

段階において排除することのない要項となるようにしていただきたいと考えま

す。 
また、DR により小口の複数需要家の参加を可能とするよう、DR の場合は、需要

家を束ねたアグリゲータ単位による取引を前提とした考え方を前提としていただ

きたいと考えます。 
 

・理由② 
①-1.平成 28 年度「バーチャルパワープラント構築実証事業」のうち「高度制御型

ディマンドリスポンス. 実証事業（B 事業）」におけるＤＲ実証においては、参加

に当たって最低容量（最低契約容量）に対する下限値は、4 時間前予告 DR
を除いて設定されていません。 
 
・根拠② 
バーチャルパワープラント構築事業費補助金公募要領（平成 28 年 5 月、一般財団

法人エネルギー総合エネルギー工学研究所）8 ページ ※1 要件「最低契約容量」

の項目 
①-2.また、「ネガワット取引に関するガイドライン（資源エネルギー庁、策定 平

成 27 年 3 月 30 日、改定 平成 28 年 9 月 1 日）」においても、最低容量の設定に

ては、各一般送配電事業者の任意とするとと

もに、設定する場合には、十分な説明を行う

ものとしています。 

なお、募集単位については、バランシング

グループ単位等のグループ単位での応札は、

複数電源を有する規模の大きな事業者が有利

になることや不採算の電源とのセットでの費

用回収等が行われる可能性を考慮して、ユニ

ット単位を原則としておりますが、このよう

な可能性の少ない需要側リソースであるＤＲ

について、アグリゲーター単位での応札を排

除するものではありません。 

 

（意見内容④） 

電源Ⅰの調達契約は、あらかじめ決められ

た容量を確保することを約する契約であるた

め、指令を満たさなかった場合においても提

供された容量に見合ってそのまま対価が支払

われることは、必要調整力の安定的な確保の

観点から適切ではないと考えています。 

なお、あらかじめ示された要件を満たす電

源等が電源Ⅰとして契約されるため、御意見

のような、一般送配電事業者が厳しい条件の
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関する記載はありません。 
 
 
・該当箇所③ 
P13.  4.公募調達実施時 （５）費用精算に関する事項 
 
・意見内容③ 
DR による取引は、ベースラインと需要実績の差を需要削減量として取引、評価を

することになると思いますが、実績の把握においてはアグリゲータ単位（DR 参加

需要家の合算値）によるベースライン算定、実績算定を認めることと整理してい

ただきたいと考えます。 
 

・理由③ 
ベースラインの基本的な考え方として、「ネガワット取引に関するガイドライ

ン」中において、ベースラインの設定は、基本的に需要家単位で行うが、複

数の需要家をグループ化して行うことも妨げない。」との記載があります。 
 

・出典③ 
ネガワット取引に関するガイドライン（資源エネルギー庁、策定 平成 27 年 3 月

30 日、改定 平成 28 年 9 月 1 日）6 ページ、第 2 章 第 2 節 2.需要家をグルー

プ化したベースラインについて 
 
意見④ 

・該当箇所（どの部分についての意見か、該当箇所が分かるように明記し

指令を行うことで、固定費の支払いを免れる

ことはないと考えています。 

 

（意見内容⑤） 

 各一般送配電事業者による調整力の公募調

達や電源等の運用が、本報告書に照らして適

切に行われていることについては、監視等委

員会及び資源エネルギー庁が今後確認してい

くことになります。 

また、本報告書では、一般送配電事業者に

対して発電事業者等が要件等に関する意見を

提出することを可能とし、一般送配電事業者

は、その結果について公表することとしてい

ます。また、発電事業者等が提出した意見が、

正当な理由無く公募調達へ反映されない場

合、監視等委員会及び資源エネルギー庁が是

正を求めることとなります。 

 なお、本報告書については、適宜見直しを

していくこととしており、今後も引き続き調

整力確保の実態を踏まえて、必要に応じて検

討をしていく方針です。 
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て下さい。） 

P15.  4.公募調達実施時 （５）費用精算に関する事項 ④ペナルティの内容に

ついて 

 

・意見内容④ 

電源Ⅰについてはペナルティを設けられるものとしており、イ）全く調整力を提

供できなかった場合、ロ）提供したものの要件を満たさなかった場合に区分され

ていますが、いずれの場合においても、kW 価格の受取ペナルティが「容量（kW）

価格を受け取れない」と同等のペナルティになっています。部分成功分に対して

は、ペナルティの対象範囲外とすることとすべきではないでしょうか。 

例えば、これが是となった場合、電源Ⅰから調達する送配電事業者が常に応札時

の最も厳しい条件で調達指令をだした場合、固定費を払わずに一定量の調整力確

保が可能な状態を作り出せることになるのではと懸念します。 

 

・意見⑤ 
・該当箇所（どの部分についての意見か、該当箇所が分かるように明記し

て下さい。） 

P26.  9.本報告書の見直しについて 

 

・意見内容⑤ 

国において、一般送配電事業者各社の調整力公募要件と運用状況および本報告書

を具体的に検証する場を設定し、その内容に応じて、今後策定される「一般送配

電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え方（案）」の要件や基準に対する見

直し、および一般送配電事業者各社の調整力公募要件への反映を要求する取組み
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をお願いしたく思います。 

 

６ 【総論】 
・ 「公募調達の公平性や透明性を担保するための考え方、望ましいと考える公募

調達の実施方法等を示す」ことを目的とした本ガイドラインの趣旨に鑑みれば、

具体的な公募内容の設定は各一般送配電事業者に委ねてはいるものの、多様な発

電事業者等の参画によるより効率的な調整力を活用するという観点から、新規参

入者を含めたより多様な電源が応札可能な条件設定を促すこと、公平性,透明性の

担保という観点から、必要以上に過度な要件ではなく適切な要件設定を促すこと、

意見募集の対応結果の開示を促すこと等により、本制度の実効性を高める内容に

なっていることが望ましいと思料。 
・ 上記観点から、以下６点提示する。 
 
・該当箇所① 
４．公募調達実施時 
（１）調整力の必要量に関連する事項 
・電源Ⅰの公募要領等において、長期契約で調達する量、短期契約で調達する量

（意見内容①） 

御意見については、報告書において以下の

ように反映させていただきました。 

Ｐ６ 「・・・長期契約、短期契約で調達す

る量の考え方 及び算定方法 を明らかにし、公

募要領等で説明を行うことが望ましいと考え

られる。」 

 

（意見内容②、②－２） 

調整力の要件については、供給区域の需要

変動や潮流の状況、立地している電源などに

よって異なり、一律に設定することは困難と

考えられます。こうしたことから、本報告書

においては、公募における調整力の要件の設

定については、各一般送配電事業者において
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の考え方について、安定供給の確保と効率的な確保の面から、十分な説明を行う。 
 
・意見内容① 
・ 調整力の必要量の考え方は、更新の都度、考え方に加えて算定プロセスを明確

にする旨を明記するべき。 
 
・理由① 
・ 必要量とその考え方に加えて算定プロセスを明確にすることで、将来の必要

量・価格に関する発電事業者の予見性が高まり、新規参入者の応札増加が見込め

ると考えるため。 
 
 
 ・該当箇所② 
４．公募調達実施時 
（２）調整力の要件に関連する事項 
・少なくとも以下のような要件の設定が行われることが望ましいと考えられる。 
（電源Ⅰ）周波数制御・需給バランス調整目的（ガバナ・フリー機能、LFC 機能

有）、需給バランス調整目的（ガバナ・フリー機能、LFC 機能無し）等の各要件を

定め、出力増加（上げ）で対応する調整力として確保 
（電源Ⅱ）電源Ⅰに準じて要件を定めて確保（ゲートクローズ時点の計画値を基

準として、余力の範囲で出力増加・減少の別に活用） 
 
・意見内容② 

適切に設定した上で、参加機会の公平性、コ

ストの適切性、安定供給確保の観点から、十

分な説明を行うものとしています。 

なお、幅広い調整力の調達には、調整力の

要件をできるだけ工夫し、活用可能なものに

ついては積極的に採用することが重要である

ことから、発電事業者等が調整力の要件等に

ついての提案や意見の提出ができるよう、各

社において窓口を設けることが望ましいとし

ています。 

また、監視等委員会及び資源エネルギー庁

は、一般送配電事業者の調整力の公募におい

て、調整力の要件が適切に設定され、その根

拠について十分な説明がなされているかを監

視し、問題があれば必要な措置を講じてまい

ります。 

オフライン電源の活用については、一般送

配電事業者の実運用の可否についても考慮す

る必要があり、一律に求めることは困難です

が、各一般送配電事業者は、この点からも十

分な説明を行う必要があります。 
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 応答速度や出力調整幅に応じて募集要件を細分化し、応答速度が比較的遅くても

対応可能な調整力に対しては、オンライン電源以外の電源（めメールや電話など

で調整指示等を受ける電源）を募集対象に含めることを明記するべき。 
 
 
・理由② 
 調整力は、必ずしも即応性の高い電源である必要はなく、多少応答速度が遅くて

も安価な電源で代替可能。現在オンライン電源が前提の議論がなされているが、

募集要件を細分化し、オンライン電源以外の電源で賄う調整力を設定することに

より、安価な電源を確保することが可能となり、新規参入者の応札増加と、送配

電事業者の調整力調達コストの低減が見込めると思料。 
 
 
・意見内容②－２ 
「設定が行われることが望ましい要件」の考え方について、「原則として具備すべ

き最低要件を示し、それ以上の過度な要件は設定しないもの」と位置付けた上で、

その旨を明記するべき。 
 
・理由②－２ 
本仕組みの導入により多様な発電事業等が参画することによる効果を期待すると

いう制度趣旨を鑑みれば、既存電源を所有する新規参入者が参入できないような

要件設定について規制する必要があると思料。 
 例えば、特定の電力会社の要件にのみ出力低下防止機能の要件が設定されている

（意見③） 

募集単位については、バランシンググルー

プ単位等のグループ単位での応札は規模の大

きな事業者が有利になることや不採算の電源

等とのセットでの費用回収等が行われる可能

性を考慮すると、現状では不適切と考えられ

ることから、原則としてユニット単位で応札

することとしています。 

 

（意見④） 

短期の公募調達でどの程度調整力を確保可

能であるかは、各一般送配電事業者の供給区

域の需給の状況に依存することや事務手続面

からの制約があることに加え、必ずしも調達

コストが低下するとは限らないという指摘が

されています。他方で、調整力として活用さ

れる電源等が、長期契約により事実上固定化

することも競争の促進の観点から問題がある

と考えられます。 

これらを踏まえ、今般の公募調達では、長

期契約であっても、契約期間を１年とすると

ともに、各一般送配電事業者が適切と考える

契約期間を設定し、十分な説明を行うものと
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が、その機能は調整力として活用可能な既存電源の全てが具備している必要はな

く、かつ参入障壁に繋がる要件は、設定されるべきではないと思料。 
 
 
・該当箇所③ 
４．公募調達実施時 
（３）募集単位に関連する事項 
・電源Ⅰの公募要領等において、原則としてユニットを特定した上で容量単位に

よる応札を受け付ける。 
・ 電源Ⅱの公募要領等において、原則としてユニット単位で募集する。 
 
・意見内容③ 
・意見内容２－１のとおり、応答速度が比較的遅くてもよい場合、オンライン電

源以外の電源（メールや電話などで調整指示等を受ける電源）を活用するべき。 
・ オンライン電源以外の電源は、発電機等を特定した容量単位ではなく、バラン

シンググループ単位等のグループ単位で応募することも許容するべき旨を明記す

るべき。 
 
・理由③ 
 発電機をグループ化することにより、単機では満たせない要件を充足できる可能

性が高まること、同一発電機を別々の発電量調整契約で活用している新規参入者

も応札できるようになることから、新規参入者の応札増加と、送配電事業者の調

整力調達コストの低減が見込めると思料。 

しています。 

 

（意見内容⑤） 

御意見については、報告書において以下の

ように反映させていただきました。 

Ｐ２４ 「・・・窓口をウェブサイト等に設

置する とともに、意見募集の結果を公表する

ことが望ましいと考えられる。」 
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・該当箇所④ 
４．公募調達実施時 
（４）契約期間に関する事項 
契約期間については長くても１年間とすることが望ましい。 
電源Ⅰの公募要領等において、契約期間設定の根拠について、十分な説明を行う。 
 
・意見内容④ 
・ 短期の契約期間として、日単位、週単位等の契約期間の設定を推奨し、契約期

間毎の必要量 
 
 
・該当箇所⑤ 
６．調整力の要件等についての意見募集 
各一般送配電事業者は、発電事業者等が調整力の要件等についての提案や意見の

提出ができるよう、窓口をウェブサイト等に設置することが望ましいと考えられ

る。 
広域機関においても、発電事業者等からの意見提出を可能とする窓を設置するこ

とが望ましいと考えられる。 
 
・意見内容⑤ 
 発電事業者等から提出された提案や意見について、窓口の設置だけでなく、意見
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提出への対応結果（意見反映時の評価、判断基準、担い手、結果公表のやり方）

を開示（透明化）するよう明記するべき。 
 
・理由⑤ 
 意見募集の窓口が設定されたとしても、現時点ではそこに提出された提案や意見

が次の公募で反映される蓋然性が低いと思料。 
 本意見募集の制度をより活用するべく、意見提出への対応結果について透明化し

た上で、広域的運営推進機関、電力・ガス取引監視等委員会等において公募に対

する事後検証を行うことで、参加機会の公平性担保・競争促進を促し、その知見

を今後の市場化検討に活かしていくため。 
 
 

７ ・２０１６年５月に当協議会がＭＥＴＩに提出した意見 
緊急予備力入札：ネガワットが参加できるための要件サマリー（案） 
  
発動条件：システム条件に応じた明確な発動条件を設定する。典型的には運転予

備力があるレベル以下になった時 
反応時間：事前通告時間は典型的には１時間から４時間の間 
持続時間：明確な持続時間の上限が設定を設定 
最短１時間、最長２時間を提案する。 
  
【リソースアベイラビリティ】 
ネガワットを効率的に参加させるために、下記を提案する。またオンピーク１、

（スペックについて） 

調整力の要件については、供給区域の需要

変動や潮流の状況、立地している電源などに

よって異なり、一律に設定することは困難と

考えられます。こうしたことから、本報告書

においては、公募における調整力の要件の設

定については、各一般送配電事業者において

適切に設定した上で、参加機会の公平性、コ

ストの適切性、安定供給確保の観点から、十

分な説明を行うものとしています。 

なお、幅広い調整力の調達には、調整力の
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オンピーク２でそれぞれ異なった容量をオファーできるものとする。 
  
平日 
０９：００－１２：００（オンピーク１） 
１３：００－１９：００（オンピーク２） 
 
【対価の支払】 
基本料金は全ての対応可能な日時に応じて支払われる。 
従量料金は提供された全てのＭＷｈに応じて支払われる。 
・ディスパッチオーダー：リソースはコストの安いものから使用される。ネガワ

ットは、全ての発電リソースが発動された後に発動されることとなる。 
・ネガワット提供要件：各リソースは最低でも約束した容量の１００％を提供す

る。上限は設定されない。 
・失敗時の取り扱い：ネガワット提供に失敗したリソースは提供した容量割合に

応じて、対価の減額がなされる（但し減額上限は報酬の１００％）   
・ベースライン：Ｈｉｇｈ ４ ｏｆ ５ ｐｒｏｆｉｌｅ ｂａｓｅｌｉｎｅ

（当日調整あり） 
・計器／遠隔測定：各参加需要家サイトでの５分毎のデータ読み込み 
・送配電会社によるリアルタイムの遠隔測定は要求されない 
・発動制限：システム条件に基づく明確な発動条件が設定されることを前提とし

て、６０時間の発動合計を提案する（但し、１発動／日が上限、連続発動は３日

が上限）。 
  

要件をできるだけ工夫し、活用可能なものに

ついては積極的に採用することが重要である

ことから、発電事業者等が調整力の要件等に

ついての提案や意見の提出ができるよう、各

社において窓口を設けることが望ましいとし

ています。 

また、監視等委員会及び資源エネルギー庁

は、一般送配電事業者の調整力の公募におい

て、調整力の要件が適切に設定され、その根

拠について十分な説明がなされているかを監

視し、問題があれば必要な措置を講じてまい

ります。 

 

（対価の支払について） 

従量料金については、指令に対して過少な

電力量（kWh）しか提供できない場合だけでな

く、過剰な電力量（kWh）を提供する場合も、

安定供給に悪影響を与えることが制度設計専

門会合でも指摘されており、提供された全て

の電力量（kWh）に対価が支払われることは適

切ではないと考えています。 

また、失敗時の取扱いに関して、電源Ⅰの

調達契約は、あらかじめ決められた容量を確
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契約期間／ノミネーション：契約期間は年次とし、ノミネーションは毎週行うも

のとする。需要家の募集は３月末まで可能とする。 
 
・提出意見 
（４）－１：契約期間について 
・アグリゲーターとして複数年契約も用意していただきたい 
・契約期間は年次とし、ノミネーションは毎週行うものとする。需要家の募集

は３月末まで可能とする 
（５）－１：費用精算の時期について 
・取引決済は毎月１回実施（固定費・可変費とも）としていただきたい 

（５）－２：変動する費用の価格への反映可否について 
効果把握（ベースライン） 
・有効数字は小数点以下第１位四捨五入（ベースライン、計測値も同様）とす

る 
・アグリーター単位効果は、全需要家のベースライン合計値と計測合計値との

差とする 
・ＤＲ品質は通告時間内の上下ブレ幅設定あり（例えば、±１０％）とする 
・代替ベースラインの１つ発電量計測の扱いと実施方法の整理（検付メータな

ど）をお願いしたい 
・昼休み等ベースラインに対し特殊な条件となった場合のペナルティ回避をお

願いしたい 
 
・報告方法 

保することを約する契約であるため、失敗時

においても提供された容量に見合ってそのま

ま対価が支払われることは必要調整力の安定

的な確保の観点から適切ではないと考えてい

ます。 

 

（契約期間） 

安定的な調整力の調達とコストの削減の観

点からは、長期契約と短期契約を組み合わせ

ることが望ましいものの、具体的な契約期間

については、調達する調整力の目的だけでな

く、事務的な対応の可否、電源等の状況等に

よって異なります。このため、具体的な契約

期間については、各一般送配電事業者が設定

するとともに、その根拠について十分な説明

を行うものとしています。 

また、複数年契約については、調整力を提

供する電源等が事実上固定化してしまうこと

を避ける観点から、まずは長期でも１年間の

契約とすることとしましたが、本報告書につ

いては、適宜見直しをしていくこととしてお

り、今後も引き続き調整力確保の実態を踏ま

えて、必要に応じて検討をしていく方針です。 
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以下につきましては、当協議会会員企業さまより挙がりました複数の意見を羅列

しています。このように明確な基準を設けていただきたく致します 
・需要家単位の報告内容は現行通りとしていただきたい 
・アグリゲーター単位の報告内容は拠点内訳も報告（上記と同じ内容）する 
・報告時期は毎月１回（月末）に纏めて実施としていただきたい 
速報対応を求められる場合の対応時間を明確にしていただきたい（例えば、

２４ｈ以内、１２ｈ以内など） 
・計測手段は過度に限定せず、現状の料金計算で認められている入手手段と同

等の許容度となる様にお願いしたい 
（５）－４：ペナルティの内容について 

・今回設定される１－ｂのプログラムのパフォーマンスの上ぶれによるＰｅｎ

ａｌｔｙをなしとしていただきたい（１－ｂの目的より、緊急的電力不足時

に発動されるものであるために、パフォーマンスの上振れによるＰｅｎａｌ

ｔｙが設定されるのは合理的でないと考えるため） 
（６）－２：容量（ｋＷ）価格以外の評価の基準 

・託送約款を遵守し、調整力供給契約を担える事業者であること 
・ＤＲ発動体制、需給管理体制、情報保護等がなされていること 
・ＤＲシステムを持ち、実施できること 
・今までの実証が参加要件として生かされる様にお願いしたい（例えば実証で

何回以上のＤＲ指令を発令し、どの程度成功していることなどを条件にする

等） 
（７）：募集期間 
・アグリゲーターによる需要家募集は３月末まで可能（Ｎｏｔ１０月の公募時）

 

（募集単位） 

一般送配電事業者による実際の系統運用で

は、あまりに多数の設備に瞬時に指令を行う

ことは現実的ではない場合や、多数の設備に

通信設備等を設置することがコスト増となる

場合も想定されます。特に運用面では、供給

区域の需要規模、需要変動、立地している電

源の規模等の様々な状況を踏まえた、これま

での各事業者の運用実務に依存する部分も大

きいため、最低容量の設定については、各一

般送配電事業者の任意とするとともに、設定

する場合には、十分な説明を行うものとして

います。 

 

その他の御意見については、今後の一般送

配電事業者による調整力の調達に係る制度設

計の参考にさせていただきます。 
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としていただきたい 
・公募時点でのアグリゲーターの需要家確保要件の明示（入札した契約量の何％

まで事前に確保しておくべきかなど）をお願いしたい 
・その中で需要家の事前確保比率は低めに設定していただきたい 

（８）：募集対象地域 
・エリア単位でのＤＲの必要性から、広域的なＤＲを評価する仕組みとしてい

ただきたい 
（例えば、東京エリアでのＤＲ達成値が当該電力会社エリア外〈北海道電力等〉 

でのデマンド減として寄与されるといった仕組み） 
 
＜４．公募調達実施時＞ 
（１）－１：調整力の必要量の設定について 
・ＤＲ専用枠を設定いただきたい。 
・随時調整契約との重複も、優先順位付等により許容いただきたい。 

 
（２）－１：調整力の要件（スペック）について 
【メニュー要件】 

・上げ下げ調整、下げ調整のみ等の調整タイプを勘案。 
・予告－実施時間について数タイプのメニューを明確に設定（例：１０分、～

１ｈ、事故時）していただきたい。 
 
【計量要件】 
以下につきましては、当協議会会員企業さまより挙がりました複数の意見を羅列
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しています。このように明確な基準を設けていただきたく羅列する所存でありま

す。 
 
【計測方法】 

・計測はアグリゲーターが実施する。 
・スマートメーターからのパルス、Ｂルート連携測定器（ＢＥＭＳ、ＨＥＭＳ）

で計測する。 
・需要家了承を得られた場合、一般送配電事業者が上記提供を受諾するルール

（申請方法、処置・応諾期間）等をあらかじめ設定する。 
・測量方式に関し、これまで実証で行われてきた、電力会社のメーターからの

パルス分岐方式を認めていただきたい。 
・時間別データの入手に関する整理 
小売り事業者からの入手も含め、アグリゲーターが需要家からの了承があれ

ば、時間別データの入手が阻害されない仕組みを明文化していただきたい。 
・スマートメーター利用に関する整理 
スマートメーター普及時に、現状実施しているネガワット実証では既にアグ

リゲーターが取引メーターからのパルス取得の方法が認められないことが無

いような配慮をお願いしたい。 
 
★計測粒度 

・現行ルール通り（１０分前予告は５分毎、その他メニューは３０分毎）。 
 
【ＯｐｅｎＡＤＲ】 
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・仕様／ガイドラインの維持管理 
制度整備により、データ項目の明確化などの進展があるため、仕様の維持・

管理が行えるような仕組みを整備して頂きたい。 
 
【セキュリティ要件】  
・過度に堅牢な対策を施す要件及び脆弱な要件に対して是正する仕組みの整備

をお願いしたい。  
・通信要件は現行程度（専用線等の過度な対策は行わない）としていただきた

い。 
・統一した規格（共通化）をお願いしたい。 
・インターフェイス関係は、現行ＶＴＮ・ＶＥＮ活用を前提に実施いただきた

い。 
 
（３）－１：募集単位について 
※以下につきましては、当協議会会員企業さまより挙がりました複数の意見を羅

列しています。このように明確な基準を設けていただきたく羅列致します。 
 

・Ｌｏａｄ ｄｉｓｐａｔｃｈがＳｐｅｃに入る場合には、ある一定サイズ（１

００ＭＷのポートフォリオ等）毎にしていただきたい。 
・ネガワット活用の観点からポジワットに比較し、小容量での参加も可能とし

ていただきたい（例えば１ＭＷ等）。 
・長期的にはＤＲ容量１０ＭＷ以下のものの組み入れをお願いしたい。 
・ＪＥＰＸ取引単位同様に１００ｋＷとしていただきたい。 
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８ ・該当箇所  
（ⅰ）P.17 の（６）落札の評価に関する事項の①原則的な評価の基準 
電源Ⅰについて、発電事業者等による応札の結果、落札者を決めるに当たっての

原則的な評価の基準は、コストの適切性の観点からは当然に容量（kW）価格であ

り、当該価格の低い応札者から順番に、必要量に達するまで落札されることとな

る。 
 電源Ⅰの公募要領等において、落札者を決定するための評価基準を明確に定め

る。 
 当該評価基準を、様々な条件で応札する電源等の参加機会の公平性が確保され

たものとする。 
（ⅱ）P.5 の４．公募調達実施時（1）調整力の必要量に関連する事項①調整力の

必要量の設定についての中の記述の電源Ⅰについて 
 
・意見内容  
「様々な条件で応札する電源等」にネガワットが含まれると認識していますが、

ネガワットを創出する需要家設備の一つに、「蓄熱」があります。エネルギー基本

計画の中でも「ディマンドリスポンスを使った新たな事業形態を導入しやすい環

境を整備し、需要を管理することで、発電容量を合理的な規模に維持し、安定供

給を実現する。」とあるように需要家設備を積極的に活用していくことが、重要と

思慮します。ヒートポンプ・蓄熱センターとしては、「ヒートポンプ」と「蓄熱」

を組み合わせた蓄熱システムもこれら調整力の調達に関して非常に有効なシステ

ムだと考えており、以下の通り詳細について意見いたします。 
（ⅰ）評価の基準に関して、価格以外の「省エネ性」や「環境性」といった評価

（意見内容ⅰ） 

本年度から開始される公募を通じた調整力

の調達は、公平性・透明性が確保された手続

きによって調達することにより、競争を促進

するとともに多様な事業者の参画によって多

様性や厚みを増し、電気の安定供給を、最も

効率で、電気の需要家の負担を最小化する形

で実現していくことを目的としております。 

したがいまして、求められる要件を満たし

た電源等の中から価格の安いものを選択する

という考え方を基本とした公募調達を行うこ

とが適当と考えております。 

 

（意見内容ⅱ） 

一般送配電事業者が一定量の調整力を安定

的に確保する観点からは、その契約期間中に

確実に提供可能な調整力の容量により応札す

ることが原則と考えられますが、契約期間の

細分化や短期契約での調達については、調達

する調整力の目的だけでなく、事務的な対応

の可否、電源等の状況等によって異なります。

このため、具体的な契約期間については、各

一般送配電事業者が設定するとともに、その
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項目を加えていただきたい。 
ネガワット取引きに向けた実証事業の「高度制御型ディマンドリスポンス実証

事業」で検証中でもある蓄熱システムは、省エネ性や環境性にも優れており、群

として扱えば、非常に大きな調整力が期待できるシステムです。蓄熱システムは

これまで全国に約 3 万件の導入実績があり、約 190 万 kW のピーク電力削減効果

を生み出しており、調整力としては、十分なポテンシャルを有していることがい

えます。 
P.17（6）①原則的な評価の基準においては、「コストの適切性の観点」という

記述の中で、「当該価格の低い応札者から順番に、必要量に達するまで落札される

こと」とあり、価格のみで評価される場合、本来発揮できるシステムの環境性や

省エネ性の優位性が発揮できなくなることが懸念されます。 
価格以外の「省エネ性」・「環境性」といった評価項目を加えることにより、調整

力の拡大や経済産業省・環境省が推奨する省エネ・負荷平準化や省 CO2の目標達

成に向けてより一層推進が図られることが期待できます。 
また、地球温暖化防止（CO2削減）の観点からも、日本の約束草案では 2030 年-26%
（2013 年度比）と非常にハードルの高い目標が掲げられており、省エネ性・環境

性による評価も必要不可欠です。 
価格以外の要素に関しては、「反応速度」等の調整機能を評価するだけではなく、

地域によって電源構成や需要家設備の構成にも違いがあること等もふまえ、上記

をはじめ各種の需要家設備が有する多面的なメリットを評価することが重要と思

慮します。 
 
（ⅱ）長期契約についても契約容量（kW）を月単位で設定するなど契約形態に柔

根拠について十分な説明を行うものとしてい

ます。 

他方で、御意見のとおり、季節的な変動等

を考慮した柔軟な調達の実施も、コスト削

減・効率化の観点からは重要であり、このよ

うな観点からは、例えば、猛暑や厳冬等のリ

スクに対応した調整力については、まずは季

節を限定して募集することも考えられます。 

また、柔軟な調整力の調達を可能とするた

め、調整力についての市場創設が予定されて

おり、御意見についても参考とさせていただ

きます。 
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軟性を持たせていただきたい。 
 例えば、蓄熱システムは年間の中で、季節変動により、熱負荷が変動するため

調整する kW を年間一律に設定することは難しく、調整力が中間期では最小とな

る一方、ニーズの高い夏季においては大きな調整力を、それも需要家サイドの既

設設備の有効活用によって発揮・貢献できます。 
季節・時期に応じて、変化する需要・必要調整力とこうした折々の調整手段の強

みを組み合わせることで、時期ごとの最適解を得ていけるよう、上記の通り月単

位などきめ細かく調整 kW を設定できるような柔軟な契約の形態が望ましいと思

慮します。 
 
・理由（可能であれば、根拠となる出典等を添付又は併記して下さい。）  
（ⅰ）P.17（6）①原則的な評価の基準においては、「コストの適切性の観点」と

いう記述の中で、「当該価格の低い応札者から順番に、必要量に達するまで落札さ

れること」とあり、本来引き出せるシステムの環境性や省エネ性の優位性が発揮

できなくなることが懸念されるため。 
（ⅱ）蓄熱システムは、季節変動により、熱負荷が変動し、調整する kW を年間

一律に設定することは難しいが、夏季において調整力を発揮できるなど、季節・

時期に応じた需要・必要調整力と各調整手段の強みとの最適解を得ていくため。 

 

 


